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第 10 回大阪府地域年金事業運営調整会議 

 

議 事 次 第 
 

１．議 事 

 

 （１）令和４年度「地域年金展開事業」事業実施中間報告について 

 （２）令和５年度「地域年金展開事業」事業実施計画（案）について 

 （３）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 〔配付資料〕 

  資料１：地域年金展開事業【大阪府】 

資料２：「わたしと年金」エッセイ入賞作品集（令和４年度） 
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大阪府地域年金事業運営調整会議委員名簿 

 
 

緒方
お が た

 純子
す み こ

  （大阪府社会保険委員会連合会 会長） 

 

清原
きよはら

 範
の り

久
ひ さ

   （厚生労働省近畿厚生局 年金調整課長） 

 

小村
こ む ら

 俊一
しゅんいち

  （全国健康保険協会大阪支部 支部長） 

 

白木
し ら き

原
は ら

 亘
わたる

  （大阪府教育庁 教育振興室高等学校課長） 

   

中道
なかみち

 篤史
あ つ し

  （大阪市教育委員会 指導部初等・中学校教育担当課長） 

 

成瀬
な る せ

 雅義
まさよし

  （大阪府社会保険労務士会 会長） 

 

村上
むらかみ

 大三
だいぞう

   （一般財団法人大阪府社会保険協会 専務理事） 

 

山本
やまもと

 浩二
こ う じ

   （大阪学院大学経営学部 教授） 

 

 

 

（敬称略・五十音順） 

  



3 
 

大阪府地域年金事業運営調整会議設置要綱 

 

 

１．目 的 

  大阪府における、地域、教育、企業の中での年金制度の周知、理解、支援の

ネットワークの強化及び年金運営の展開に関する事業の推進（以下「地域年金

展開事業」という。）を主たる目的として、日本年金機構大手前年金事務所に

大阪府地域年金事業運営調整会議（以下「調整会議」という。）を設置する。 

 

２．所管事務 

調整会議は、次に掲げる事項について審議を行う。 

（１）地域年金展開事業の事業計画の策定・推進に関すること 

（２）その他、地域年金展開事業の推進に必要と認められる事項に関すること 

 

３．組 織 

（１）調整会議は、（２）に示す者で構成する。 

（２）調整会議の委員は、以下に掲げるもののうちから日本年金機構大手前年 

金事務所長が委嘱する。 

  ① 厚生労働省近畿厚生局が推薦する者 

  ② 大阪府教育委員会が推薦する者 

  ③ 大阪市教育委員会が推薦する者 

  ④ 大阪府の市町村の代表が推薦する者 

  ⑤ 大阪府社会保険労務士会が推薦する者 

    ⑥ 全国健康保険協会が推薦する者 

  ⑦ 大阪府社会保険協会が推薦する者 

  ⑧ 大阪府社会保険委員会連合会が推薦する者 

  ⑨ 大阪府年金受給者協会連合会が推薦する者 

  ⑩ 学識経験者 

（３）調整会議に委員長を置き、委員長は委員の互選によりこれを定める。 

（４）委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職 

務を代理する。 

 

４．会 議  

（１）調整会議は、委員長が招集する。 

（２）調整会議は、委員の半数以上の出席により成立する。 

（３）３の（２）の委員は、やむを得ない理由により出席できない場合には、 

代理の者を出席させることができる。 

（４）委員長が特に必要と認めるときは、委員以外の者に出席を求めることが 
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できる。 

（５）調整会議は、原則として公開とする。ただし、特定の個人情報を取り扱 

う場合や、公開により率直な意見交換が困難となる場合など、特に非公開 

とする旨の申し合わせを行った場合には、非公開とすることができる。 

 

５．任 期 

（１）委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（２）欠員によって就任した委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

６．守秘義務 

委員は、職務上知り得た秘密は漏らしてはならない。その職を退いた後も同 

様とする。 

 

７．事務局 

調整会議の事務局は、日本年金機構大手前年金事務所地域調整課とする。 

 

８．経 費 

（１）調整会議にかかる経費は、日本年金機構大手前年金事務所が負担する。 

（2）調整会議出席者のうち、受領が可能との回答があった者に対しては国の 

支払い基準に基づき謝金を、日本年金機構旅費規程に基づき交通費をそれ 

ぞれ支給する。 

  

９．補 則 

この要綱に定めるもののほか、調整会議の運営について必要な事項は、委員

長が定める。 

 

10. 附 則 

（１）この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（２）調整会議の最初の会議は、４の（１）の規定にかかわらず、日本年金機 

構大手前年金事務所長が招集する。 

（３）平成 2９年度に委嘱を受ける委員の任期は、５の（１）の規定にかかわ 

らず、平成３２年 3 月 31 日までとする。 


